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〈論 説〉

ハイパー リンクによる名誉殿損

日本およびカナダの司法判断を手がかりに

山 田 隆 司
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一
、ハイパー リンクによる名誉殿損

り

名誉殿損的な表現 を含むウェブサイ トに対 して 「ハイパーリンク」を設定表

示する(以 下、原則 として 「貼 る」 とする)こ とは、それ自体で名誉殿損 を成

立させ る 「公表」 と言えるか。換言すれば、自分が管理 しているウェブサイ ト

に自らが直接、名誉殿損的な表現を書 き込むのではな く、名誉殿損的な表現の

1)ハ イパ ー リ ンク(hyperlink)と は、 ウェ ブ ペ ー ジ(webpage)上 にイ ン ター ネ ッ

トの ア ドレス に あた るURL(uniformresourcelocator)を 埋 め込 み、 閲 覧者 を別 の

ペ ー ジ に誘 導 す る仕 組 み を い う。 す な わ ち、 ウ ェブペ ー ジ の 閲覧 者 が 関連 しそ うな別 の

ペ ー ジ を見 る際 、1つ1つ 異 な る別 のURLを 入力 す るの は手間 が かか る こ とか ら、 ペ ー

ジの作 成者(管 理者)が あ らか じめ ペ ージ の 中の文 章 な どに別 のペ ー ジのURLを 埋 め込

んで お き、 こ こを ク リッ クす る こ とに よっ て現在 見 て い るペ ー ジか ら関連 す る別 の ペ ー

ジに ス ムー ズ に移 る こ とが で き る よ うにす る もので あ る。単 に 「リ ンク」 と呼 ば れ る こ と

もある。http://www.soumu.go.jp/main _sosiki/joho_tsusin/security/basic/service/

03.html〔2017.1.24〕Q

東京 地 判平 成23年12月19日LEX/DB25490321で は、 ハ イパ ー リン クにっ い て、 「イ

ン ター ネ ッ ト上 の文 書 内 に埋 め込 まれ た他 の文 書 や画 像 の 位 置情 報 をい い、 ク リックす

る と指定 され た他 の文 書 や 画像 を閲 覧 す る こ とが で き る もの 」 と定 義 して い る。
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書かれたウェブサイ トにハイパーリンクを貼 る行為 をしただけで、名誉 を段損

した責任 を問われるのか、 とい う問題がある。
　　

本稿 は、 こうしたハイパー リンクによる名誉殿損の成否について、カナダに

おける事案および日本における事案を考察 し、司法判断を比較することによっ

て、 「表現の自由」 と 「名誉の保護」 との調整を目的にしている。カナダの最高

裁判例では、ハイパー リンクによる名誉殿損を成立させ る 「公表」 という概念

を 「表現の自由」の観点から限定的に捉えたが、日本では発信者情報の開示を

めぐって議論がなされているだけで、ハイパーリンクの 「公表」概念について

名誉殿損の成立要件の段階から充分に検討されているとは言い難い。そこで、

名誉殿損について、日本の判例が採っているように見える 「名誉の保護」に重

きを置いた考え方を総論部分か ら再考 し、「表現の自由」を重視するように見え

るカナダの考え方を、 日本にも採 り入れることができるかどうか検討する。

二、カナダにおけるハイパー リンクによる名誉殿損事件

1名 誉殿損の成立要件 と 「公表」概念

名誉殿損的な表現を含むウェブサイ トにハイパーリンクを貼 ること自体で 「公

表」 と言えるかとい う問題は近年、カナダにおいて裁判にな り、司法判断が下

された。Crookesv.Newtonと 呼ばれ る民事事件において、カナダ最高裁判所

は、2011年10月 、ハイパーリンクを貼 ること自体では 「公表」 とは言えないと

なお 、 ウ ェブ ペ ー ジ は、 い わゆ るホー ム ペ ージ と同義 で、 イ ンター ネ ッ ト上 で公 開 さ

れ る文 書 な どを い う。文 章、画像 な どで構 成 され 、閲覧 ソフ トで ある ブ ラウザ(browser)

を用 い て閲覧 す る。 また、 ウェ ブ サ イ ト(website)は 、 こ う した ペー ジ の集 合体 とし

て使 用 され る こ とが あ る用 語 だ が、 ウ ェブ ペ ージ とは明 確 に使 い分 け られ て お らず 、本

稿 で も明確 な使 い 分 け は しな い。

2)ハ イパ ー リンクに よる名 誉 殿損 につ いて は、松 井 茂記 『イ ン ターネ ッ トの憲 法 学 新 版』

(以下 『ネ ッ トの 憲 法学 』 と引用)235-236頁(岩 波書 店 、2014年)、 松 井茂 記 『表 現 の

自 由 と名誉 殿 損 』(以 下 『名誉 殿 損 』 と引用)366-367頁(有 斐 閣、2013年)、 松 井茂 記

『カナ ダ の憲 法』202頁(岩 波書 店 、2012年)、 宍戸 常 寿 「イ ン ターネ ッ ト上 の 名誉 殿 損 ・

プ ライバ シー侵 害 」松 井 茂 記 ほか編 『イ ンタ ーネ ッ ト法 』(以 下 『ネ ッ ト法 』 と引用)75

頁(有 斐 閣 、2015年)、 松 尾 剛行 『最新 判 例 にみ るイ ンタ ーネ ッ ト上 の名誉 殿 損 の理 論 と

実 務 』7-8頁 、267-282頁(勤 草 書 房 、2016年)な ど参 照 。
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判断 したのである。

本件において、被告は、原告に関 して名誉殿損的な表現が書かれたとされる

別のウェブサイ トにある記事に対 してハイパーリンクを貼った。原告側は、こ

のハイパー リンクを削除するよう求めたが、被告側がこれに応 じなかったこと
　　

か ら、名誉殿損を理由 として民事訴訟を提起 した。

民事上の名誉殿損では、名誉殿損的な表現に対 して、被害者か ら不法行為 と

して損害賠償を求めることができる。ただ し、 コモン ・ローでは、名誉殿損は
ら　

「厳格責任」(strictliability)で あり、原告は、①名誉殿損的な表現が公表され

たこと、②名誉殿損的な表現が原告についてのものであること、③公表 された

表現が名誉殿損的であること、 という3要 件を証明できれぼ、損害賠償を求め
　　

ることができる。その場合、被告は、表現が真実であることを証明す るか、特

権を援用することができる。 しか しながら、表現が間違っている場合には、そ

れがたとえ公共の利益に関することであっても、 また、真実であると誤信する

ことに相当な根拠があったとして も、責任 を免れる余地はなかった。 このコモ

ン ・ローの厳格責任が、「表現の自由」を保障 したカナダ憲章(カ ナダの憲法で

ある 「1982年憲法法律」第1編 の 「権利及び自由のカナダ憲章」。以下、 「憲法」
わ

とする)第2条 のもとでも維持することができるかどうかが問題 となったこと

3)2011SCC47,[2011]3SCR269[Crookes].

4)Ibidatparas5-6,9-10.CrookesvVVikimediaFoundation,2008BCSCl424,88

BCLR(4th)395[Croofees(BCS(;?];CroofeesvM7ikimediaFoundation,2009

BCCA392,96BCLR(4th)315[Croolees(BC()A2].

5)PeterBowal&KelseyHorvat,"DefamationbyHyperlink"(2013)37

LawNow44at45.厳 格 責任 とは、 故 意責 任 、過 失 責任 と並 ぶ 不 法行 為責 任 原則 の1つ

で 、無 過 失 責 任 と もい う。行 為 者 の 故意 ・過 失 の 立証 を要 せ ず発 生 した結 果 につ い て不

法 行為 責任 を負 わせ る。 田 中英夫 編代 『英米 法辞 典 』816頁(東 京 大 学 出版会 、1991年)。

6)WPageKeetonetaL,Prosser(1}KeetonontheLawOfTorts,5thed(1984)

at802.松 井 ・前 掲 注2)『 カ ナ ダの 憲 法』202頁 、 松 井 ・前 掲 注2)『 名 誉殿 損 』48頁 、

芦 部信 喜 『憲法 学lll人 権 各 論(1)〔 増補 版〕』348頁(有 斐 閣 、2000年)。SeealsoPeter

A.Downard,LIBEL,3thed(2014)at87-88.

7)カ ナ ダは、 「憲法 」 とい う名前 が つ いた単 独 の成 文 憲法 を 持 たな い。 た だ し、1867年 の

建 国 に際 し、 カ ナ ダ政 府 の組 織 や権 限 を定 め た 「1867年 英領 北 ア メ リカ法 」(British

NorthAmericaAct,1867)が イ ギ リス議会 で制 定 され 、紆 余 曲折 を経 た後 、1982年 に

カナ ダの 「憲 法 」 と位 置づ け られ た。 す な わ ち、 イ ギ リス 議 会 は、 「1982年 カ ナ ダ法 」
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があるが、カナダ最高裁判所は、 「表現の自由」は憲法で保護 された権利である

とは言っても名誉の利益に優越するものではな く、む しろ虚偽の表現の自由は

それほど保護に値せず、他方、「名誉の利益」は憲法では明記されていないが個

人の尊厳 に内在するものであるか ら、両者の利益 を比較衡量した場合、表現者

に厳格な責任を負わせるコモン ・ローの名誉段損法は 「表現の自由」を不当に
　　

制約するものではない、 という立場を とっていた。

しかしなが ら、こうした表現者に厳格な責任を負わす考え方に対 して、 これ

を若干、緩和 し、「表現の自由」を重視する方向をカナダ最高裁が模索 している

のではないかと感じさせたのが本稿で検討するCroofeesv.Newtonで ある。 こ

こでは、表現内容その ものが名誉殿損に当た るかどうか という議論の前提 とし

て、 「公表」概念に焦点を絞 り、表現が名誉殿損に当たるかどうか とい う議論に

は正面から踏み込むことな く、その表現に対する賠償請求を斥けている。

このように本件では、名誉殿損に対して損害賠償 を求める要件のうち、①の

「名誉殿損的な表現が公表されたこと」をめ ぐる点が問題 になった。すなわち、

民事上の名誉殿損で損害賠償を求めるには 「パブリケーション」(publication)

が必要 となる。名誉殿損は、一般的な感覚において個人の名声を侵害すること

であり、個人に対する尊敬や好意、信頼 を低下 させた り、反感や不快な気持ち

(CanadaAct,1982)に よって 「1982年憲法法律」(ConstitutionAct,1982)を 制定

し、「1867年英領北アメリカ法」の名称を 「1867年憲法法律」(ConstitutionAct,1867)

に変更したのである。こうして現在のカナダには、専ら統治機構を定めた 「1867年憲法

法律」を中核 とする成文憲法が存在 し、それには 「1982年憲法法律」と、「1982年憲法

法律」の制定時にこれに加えられた 「権利及び自由のカナダ憲章」 という名前の権利章

典が含まれる。憲法上、権利章典は建国以来100年 以上たって初めて導入された。松井・

前掲注2)『 カナダの憲法』v-vi、1頁 以下、野上修市L九 八二年 『カナダ人権憲章』

とカナダ最高裁判所」法論58巻4-5号279頁 以下(1986年)、 長内了 「カナダ連邦制度

の新展開(上)」 ジュリ790号43頁 以下(1983年)、 山田隆司 「カナダの最高裁、連邦議

会、首相官邸 一 現地に学ぶ統治機構」法セミ740号1頁 以下(2016年)。

8)Hillv.ChurchOfScientologyOfToronto,[1995]2SCRll30.松 井 ・前掲注2)

『カナダの憲法』202-204頁 。オンタリオ州の司法省に雇用された弁護士が宗教団体など

を相手取って起こした名誉殿損訴訟における、このカナダ最高裁判所の判断は、「現実的

悪意の法理」を採って表現の自由を手厚く保護するアメリカ連邦最高裁判所の判断とは

極めて対照的であるとされたが、カナダ最高裁判所は、同法理についてはアメリカ国内

で批判されているうえ、他のコモン ・ロー諸国でも斥けられており、カナダで採用する
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を生 じさせた りすることである。その責任 を負わすには、名誉段損的かつ虚偽
　　

の事実 のパ ブ リケーシ ョンが必要で あ る。パ ブリケーシ ョン とは、 「公 にす るこ
　の

と、一般の人々に知らせること、公衆の前に提示すること」をいい、 日本では

一般的に 「公表」 と訳され、不法行為では名誉殿損となる事項な どを 「他人に
　

公表することが成立の要件 とされる」 と説明されている。

もっとも、民事上の名誉殿損の責任を問われるのは、その名誉殿損的な表現

をした者だけではない。名誉殿損的な表現を再びパ ブリケーション(以 下、「公

表」 とする)し た者 も責任を問われ うる。名誉殿損 を繰 り返すことは、た とえ

反復 した者がその情報源を明示 していたとして も、ことごとく本質的に公表で
　　　

あり、公表に関与する者は皆、公表の責任 を負 うのである。

2Crookθs事 件(2011SCC47)

(1)事 案 の概要

本件 の原 告WayneCrookesは 、 カナ ダ ・バ ン クーバ ーの実 業家 で、West

CoastTitleSearchLtdの 社 長で ある。Crookesは 、2005年 、 イ ンターネ ッ

ト上 に登場 した 「GangofCrookes」 と題 す る記事 な どにおいて名誉 を殿損 さ

れた と主 張 した。 そ して、彼 お よび 「カナ ダ緑 の党」の他 のメ ンバ ー らに対す

べ き理 由 が ない と した。 しか し、 その後 、 オー ス トラ リアや イ ギ リス な ど他 の コモ ン ・

ロー諸 国 で公 共 の利 益 にか か わ る事 項 に 関 す る報 道 の場 合 、虚 偽 の 報 道 に も保 護 を 与 え

る よ うに な る と、 カ ナ ダ最 高 裁判 所 もHlll判 決 の 立場 を修 正 す る こ とを決 断 した 。 そ の

修 正 の詳 細 は本 章第4節 「評価 」 を参 照。

また、 か つ て のカ ナ ダの 名誉 殿 損法 は、 「現 実 的悪 意 の法 理 」 を採 用 した アメ リカ連 邦

最 高裁 判 所 の サ リバ ン判 決(1964年)以 前 の アメ リカの 名誉 殿 損 法 の状 況 と極 めて 類似

して い た とい う指 摘 も あ る 。SeeMitchellDrucker,"Canadianv.American

DefamationLaw:WhatCanWeLearnfromHyperlinks?"(2013)38

Can.-U.S.LJ.141atl46.

9)Keeton,su1)ranote6at773,839.

10)Black'sLawDictionary,6thed(1990)atl227.な お 、2014年 発 刊 の同書 最新 版 第10

版1423頁 で は、L般 的 に、公 衆 に対 して言 明 あ るい は公 表 す る行 為 」 と説 明 され て い る。

ll)田 中 ・前掲 注5)680頁 。 イ ン ターネ ッ ト法 で は 「公 開す るこ と」 と訳 出 しう るこ とが

指 摘 され て い る。平 野 晋 「ユ ー ザ ーの 名誉 殿損 行為 に対 す るISPの 民 事 責任(上)」 判 タ

1002号45頁(1999年)。

12)Keeton,supranote6at799.
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る 「中傷(smear)キ ャ ンペ ーン」に関 わった とみ られ る記事 を書 いた者 らに
　　　

対 して、一連 の訴 訟 を提起 した。

本件 の被告JonNewtonは 、 自由な言論 お よびイ ンターネ ッ トを含 む多様 な

問題 につ いて論 じるウェブサイ トを開設 し、 カナ ダの ブ リテ ィッシュ ・コロン
　

ビア州において管理 している。Newtonは 、2006年7月18日 、自らのウェブサ

イ ト上 に 「カナダにおける自由な言論」 と題する記事を執筆し、名誉殿損的な

表現が書かれた別のウェブサイ トにある記事に対してハイパー リンクを貼った
　ら　

が、 その リンク先 にはCrookesに 関 す る情報 が含 まれていた。

本件原 告側 は、Newtonの ウ ェブサイ ト自体が名誉 殿損的で あ ると主張 した

わけで はない。ハイパー リンクを削除す るよ うNewtonに 要 求 しただ けだ った。

しか し、Newtonが 応 じなかった ことな どか ら、Crookesは 、Newtonに よっ

て貼 られたハ イパ ー リン クが名誉段 損的な表現 に結びつ け、 そう したハイパ ー

リン クによってNewtonが 名 誉殿損 的な表現 内容 を公表 して いたな ど として、
　

Newtonを 相手取 り損害賠償を求めて名誉殿損訴訟を提起 したのである。

Crookes側 の訴えは、以下のような主張に基づいていた。Newtonが 名誉殿

損的な表現内容を公表 したうちの1つ は、問題の記事が書かれたウェブページ

に読者を到達 させたという 「shallow」(浅 い)ハ イパーリンクであ り、他の1

つは、問題の記事に読者を直接的に到達させた 「deep」(深 い)ハ イパーリンク

である。この2つ のハイパーリンクは、問題の記事に到達するよう読者にクリッ
　の

クす るこ とを求 めた ものであ る。

ブ リティ ッシュ ・コロ ンビア州 の上級裁判所(BritishColumbiaSupreme
　　　

Court)は 、2008年10月27日 、 原 告側 の訴 え を斥 け る判 決 を下 した。判決で

13)Crookes,supranote3atpara4;Crookes(BCCA),supranote4atparas

4,8.

14)Crookes,Ibidatpara5.

15)Crooんes,Ibid∫Crookes(BCCA),supranote4atpara5.

16)Crookes,Ibidatparas6,9-10,44;Crookes(BCCA),Ibid4atparasl,5,10.

17)Crookes,Ibidatpara6."shallow"hyperlinkお よ び"deep"hyperlinkと い う用

語 に つ い て カ ナ ダ 最 高 裁 判 所 は 以 下 の 文 献 か ら引 い て い る 。MatthewCollins,TheLaw

Ofl)efamationandtheInternet,3rded(2010)atpara2.43.

18)Crookes(BCSC?,supranote4.
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は、ウェブサイ トにおいて単にハイパー リンクを貼ることは、人々が、そのウェ

ブサイ トの表現内容 を読んだ り、名誉殿損的な表現 にアクセスするためリンク
　　

を使 った りす る ことを推定 す るもので はな い、 と判 断 した。 また、ハ イパ ー リ

ンク は、 さ らな る情 報 を他 の情報 源 か ら読 者 に仕 向 け るもので あ り、 「脚 注 」

(footnote)あ る いは 「参照」(reference)に 類 似 して いる と認 める とともに、

唯一 の違 い は リンクが マウスを ク リックす るだ けで追加 の情報 に即座 にたやす
　　　

くアクセスできることである、 と指摘 した。そして、「参照」 というものは表現

内容を繰 り返 していないか ら、名誉殿損的な内容を再度、公表 した とみるべき
　　　

で はな く、本件 は 「公表」 の要件 を充 た さない、 と結論づ けたので あ る。

ブ リテ ィッシ ュ ・コロ ンビア州 の最上級 裁判 所 で あ る控訴 裁判所(British
　　　

ColumbiaCourtofAppeal)は 、2009年9月15日 、原告側の上訴を斥けた。

州の上級裁判所の判断を支持 し、コメント自体を繰 り返す ことな く名誉殿損的

な表現 を含む記事を参照することは 「脚注」あるいは 「図書館のカー ド索引」

に類似 しているから、ハイパー リンクが名誉殿損的な表現を含むウェブサイ ト

への 「刺激 あるいは勧誘」であるようなことは見 られず、名誉殿損的な表現の
　　　

再度の公表 とす ることは認められない、 と判断 したのである。

原告Crookes側 の上訴を受けたカナダ最高裁判所は、2011年10月19日 、上

訴を斥ける判決を下 した。9人 いる最高裁判所裁判官の うち6人 の裁判官によ
　つ

る多数意見を執筆 したのはAbella裁 判官である。

(2)判 旨

カナダ最高裁判所 は、「他の表現内容に対する参照は、公表 と基本的に異なる。

参照すること自体は、参照される表現内容に対 して コン みロール(conlrol,原
　

文イタリック)を 伴わない」 とした上で、 「た とえ名誉殿損的な表現を参照させ

19)Ibidatpara24.

20)Ibidatpara29.

21)Ibidatparas33,35.

22)Croofees(BCCA?,supranote4atpara93.

23)Ibidatparas89,92;Croolees,supranote3atparal2.

24)Croofees,Ibidatparasl,45.

25)Ibidatpara26.
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ようとする人(筆 者注 ・リンクを貼 る人)の 目的が、その表現の読者を広げよ

うとするものであって も、その関与は最初に公表 した人(筆 者注 ・リンク先の

表現の公表者)の 公表行為に対 して付随的である。参照された場合、あるいは

参照 されなかった場合で も、問題の名誉殿損的な表現内容は、最初に公表 した
　の

人 らの公表行為によって、人々が既に入手可能 となっている」 と述べた。そし

て、 「ハイパーリンクは、その本質において参照行為である。リンクをクリック

することによって、読者は他の情報源に導かれる。ハイパーリンクは、[リ ンク

先の]第2の 記事を含むウェブサイ トの管理者が認識 していてもしていな くて

も貼ることができる。第2の 記事の内容は、最初の記事にハイパーリンクを貼っ

た人以外の人によって しぼしば創出されるか ら、 リンク先の表現内容は、第2
　の

の記事 をコン トロールす る人によっていつで も変更することができる」 と指摘

した。 したがって、「読者がハイパーリンクによって[第2の 記事の]そ の内容

に到達 した場合、第2の 記事において名誉殿損的な表現を実際に創出した人が、
　

その名誉殿損的な表現を公表 した人なのである」 と判断 した。

さらに、ハイパー リンクについて、詳細な検討 を加えている。まず最高裁判

所は、ハイパーリンクによって リンク先の表現内容にアクセスすることは脚注

よりもはるかに容易であるが、 リンクその ものは、何 らかの意見を表明 してい

ないし、それが参照 している内容をコントロールしていないから、内容中立的
　

であるという事実 を変えることにはならない、 と分析 した。そして、カナダに

おける名誉殿損法は憲法的アプローチを採 るまでは名誉の保護に傾いていたが、

WIC判 決で被告側の抗弁を修正 したときから変化 し始め、Grant判 決では新た

な特権 を創出した とし、 これらの判例は名誉の保護 と表現の自由との適切なバ
　の

ランスを図ることの重要性を認識させた と強調 している。その上で、ハイパー

リンクに関して、「公表」には単なる参照を含まないという解釈 は、表現行為に

さらなる憲法価値 を認めるだけではな く、コミュニケーション技術の劇的な発

26)Ibid.

27)Ibidatpara27.

28)Ibidatpara29.

29)Ibidatpara30.

30)Ibidatpara32.
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展 と一致 させるものである、 とした。情報 を知れ渡 らせるインターネ ットの能

力は、情報化時代の偉大な技術革新の一つであるから、妨害するのではな く促

進すべ きであり、 とりわけ、ハイパーリンクは 「インターネットの働 きの不可
　　　

欠な一部」であると位置づけた。

ハイパー リンクにはインターネ ットにおける情報へのアクセスを容易にする

役割 という重要性があることについては、 「インターネ ットは、要するに、ハイ

パーリンクな くして情報へのアクセスを提供できない。伝統的な公表のルール

の下に置 くことによって、その有用性を制限することは、情報の流れに深刻な

抑制をもたらし、結果 として表現の 自由を制限する効果をもたらすであろう。

……インターネ ットに対するハイパーリンクの役割の中核的意義を考慮するな

らば、[リ ンクを制限することは]イ ンターネット全体の機能を損なう危険にさ
　

らす ものである」 と警告 した。また、ハイパーリンクによる名誉殿損の被害者

が誰を相手取って法的手段に訴えるべきかについて、最高裁判所は、 「ハイパー

リンクを貼 る者は、 リンク先の表現内容 をコン トロールすることがで きない。

原告[被 害者]が 名誉殿損的な表現のさらなる公表防止を求めるならば、その

最も効果的な救済方法については、実際に[リ ンク先の]表 現内容を作成 しコ
　

ン トロールする者に責任がある」 とした。もっとも、ハイパー リンクを貼 った

者がいかなる場合にも全 く責任 を問われないわけではなく、最高裁判所は、 リ

ンクを貼った者が実際に名誉殿損的内容 を繰 り返す方法で リンク先の表現から

内容を提示 した場合 には、その内容が リンクを貼った者によって 「公表」され
　ら　

た と考 え るべ きであ る、 と判 示 した。

こ うしたハ イパ ー リンクに関 する見解 を もとに、本件 においてAbella裁 判 官

31)Ibidatpara33.

32)Ibidatpara34.SeealsoMarkSableman,"LinkLawRevisited:Internet

LinkingLawatFiveYears"(2001)16BerkeleyTech.LJ.1273.

33)Ibidatparas35-36.SeeAnjaliDalal,"ProtectingHyperlinksand

PreservingFirstAmendmentValuesontheInternet"(2011)13U.Pa.J.

Const.L.1017atlOl9,1022.

34)Ibidatpara41.

35)Ibidatpara42.SeealsoCoreyOmer,"IntermediaryLiabilityforHarmful

Speech:LessonsfromAbroad"(2014)28Harv.J.Law&Tec289,307.
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によって書かれたカナダ最高裁判所の多数意見は、 「Newtonの[ウ ェブ]ペ ー

ジは、それ自体が名誉殿損的であるとは主張されていない。本件において非難

された行為 は、Newtonが ウェブページ上にハイパーリンクを貼った行為であ

る。Crookesの 主張は、名誉殿損的な表現を含むウェブページやウェブサイ ト

にリンクを貼ることによって、Newtonが 名誉段損的な表現内容を公表 してい

る、 とい うことである。[しか しながら、]ハイパーリンクが貼 られたことによっ

て名誉殿損的な表現にアクセスが続いている場合でも、私の見解では、ハイパー
　

リンクを貼 るこ と自体 は公 表 には 当た らな い。 それゆ え、Newtonに 対 す る
　

Crookesの 訴えは認められない」などとして、上訴を斥 けたのである。

(3)評 価

カナダの最高裁判所は、近年、名誉殿損法の判断枠組みを変更 し始めた と言

われている。かつてカナダの裁判所は名誉殿損訴訟の原告 ・被害者側寄 りであ

るとされていたが、2008年 か らの一連の最高裁判決において、被告 ・表現者側
　　

にい くつかの新たな抗弁を与 えるものに大きく変更 している。これは、最高裁

判所が 「表現の自由」を定めた憲法のレベルに乗せて議論を展開 しようとした
　　

もの と評価 す るこ とがで き、名誉殿損法 の 「constitutionalization」(憲 法化)

と呼ぶ こ とがで きる。 この新 しい傾 向は、2008年 のWICRαdiov.SimPson事
　 　

件判決 において兆 しを見せ、翌2009年 のGrantv.TorstαrCorP事 件 判決 およ

36)SeeIbidatparal4.こ こで も、 ハ イパ ー リン クそれ 自体 は、 それ が参 照 す る表 現 内

容 の 「公表 」 としてみ て はい けな い、 と結論 づ けて い る。SeealsoRaymondE.Brown,

DefamationLaw!APrimer,2nded(2013)atl20;MatthewCastel,
"J
urisdictionandChoiceofLawIssuesinMultistateDefamationonthe

Internet"(2013)51AlbertaL.Rev.153atl55-56.

37)Crookes,Ibidatparas44-45.な お 、本 件 判 旨 につ い て は松 井 ・前 掲 注2)『 ネ ッ ト

の憲 法 学』235頁 、松 井 ・前掲 注2)『 名誉 殿 損 』366-67頁 参 照。

38)Drucker,supranote8atl41-142;IrisFischer&AdamLazier,"Croollesv.

〈Vewton:TheSupremeCourtofCanadaBringsLibelLawintotheInternet

Age"(2012)50Alta.L.Rev.205.

39)Fischer&Lazier,Ibid.こ こで は、 コモ ン ・ロー はカ ナ ダ の憲 法 に よって 保 障 され

た 「表 現 の 自 由」 と歩 み を共 に しつ つ あ る こ とを最 高裁 判 所 が最 近 、 認 識 して きた と指

摘 して い る。

40)2008SCC40,[2008]2SCR420[四C].時 に は論争 的 な ラジオ の トー ク番組 の放
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42)

びQzaanv.Czasson事 件 判決 に よって強 まった とみ られて いる。両判 決 は、他

の コモ ン ・ロー諸 国 にお ける動 向 を踏 まえ、公 的事 項 に関す る 「表現 の 自由」

を拡大す る判 断を示 した もので あ り、 「公 共の利益 に関 わ る事項 についての責任

ある コミュニ ケーシ ョン」 であ った と証 明で きるな らば、結果 的 に表現 が虚偽

で あって も免責 を認 め る とい う特権 を創 出 ・適用 す るこ とに よって、被 告 ・表
43)

現者側 の抗弁 のツール をさ らに広 げた とされ る。

2011年 の本件Crookesv.Newtonは 、重要な点においてGranl事 件 な どの判

断 を一層 、進展 させ た もの と位置づ け られ るよ うに思われ る。

まず 、本件 は、 イ ンターネ ッ トが名誉殿 損法 に提 起す る問題 に対 して抜本的

な挑戦 を した もので あ り、 こう した 問題 につ いて、 よ り深 い ところか ら検 討す
　　

る初めての機会をカナダ最高裁判所に与 えた とされる。本件多数意見か ら見え

て くるものは、 「表現の自由」 と 「名誉の保護」 とのバ ランスを採 るという微妙

かつ実践的なアプローチであり、 とりわけハイパーリンクを取 り扱 うことによっ

て、本件判決は、インターネットのコンテクス トに伝統的なコモン ・ローを適
　

応させ、「表現の自由」を擁護 している点が重要であると評価されている。

また、本件においてカナダ最高裁判所 は、原告側 に対する権利侵害を認 めな

送 中 、 名誉 殿 損 的 な発 言 が な され た と して著 名 な社 会 活 動 家 が 司会 者 お よび ラジ オ局 を

提 訴 した事 件 にお い て、 最 高裁 は、 コモ ン ・ロー の抗 弁 を拡張 す る こ とに よ って 名誉 殿

損 の 被 告 側 に わず か にバ ラ ンス を傾 け る判 断 を して い る、 と評 され た 。SeeDrucker,

suψranote8atl48-149.

41)2009SCC61,[2009]3SCR640[Grant].本 件 は、 あ るゴル フ場 の 開発 につ いて政

治 的影 響 力 を行 使 し許 可 を得 た とす る反 対 住 民 の 声 を報 道 した記 者 お よび新 聞 に対 す る

名 誉殿 損 訴 訟 で あ る。 松 井 ・前 掲 注2)『 カ ナダ の 憲法 』204頁 。

42)2009SCC62,[2009]3SCR712[Quan].こ の 判 決 は、 オ ンタ リオ 州 の警 察 官 が、

2001年 のア メ リカ 同時 多発 テロ事 件(い わ ゆ る 「9・ll」)後 、 許 可 を得 ず現 場 での 捜索

救 出活 動 に関 わ った こ とをめ ぐる新 聞 の批 判 的報 道 に対 す る名誉 殿 損 訴訟 で あ る。 松 井 ・

前 掲 注2)『 カ ナ ダ の憲 法 』204頁 。

43)Drucker,supranote8atl49.松 井 ・前 掲 注2)『 カ ナ ダ の 憲 法 』204頁 。See

Fischer&Lazier,supranote38at205.

44)Fischer&Lazier,Ibidat216.な お 、 イ ン ターネ ッ トは現行 の名誉 殿 損 法 の基本 原

理 が妥 当 な もので あ るか どうか に挑 戦 した との指 摘 もあ る。SeeCastel,szapranote36

atl53.

45)Fischer&Lazier,Ibidat205,216.
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い ことによって、 インターネ ッ トの機能 を 「無力化す る」(devastating)「 潜 在

的 な萎縮」(potentialchill)を 一 掃 す る方向を選 んだ とし、 リンクは、 それ 自

体で内容 を伝 えるものではな く、 内容 を繰 り返 さず に他 の情報源 を参照 す る 「脚

注」 の ような機能 を果 たす もので あ り、 リンクを貼 る者 は リンク先 の内容 を コ
　の

ン トロールできないことを明確 にした とい う指摘 もある。

本件多数意見を執筆 したAbella裁 判官は、インターネ ットやハイパーリンク

が問題 となる事件 において、技術的なコンテクス トを検討することな く 「表現

の自由」 と 「名誉の保護」 との問に適切な調整を図ることは不可能であると認

めた。それは本件では、インターネットにおけるリンクの重要性について熟慮

することを意味し、また、他の誰かにコントロールされているサイ トの表現内

容 に対 して、 リンクを貼った者 に責任 を負わせ ることによって生 じる被害
　

(harm)に っいて検討することを意味 しているのである。

本件の最高裁判所の判断においては、ハイパーリンクについて以下のような

認識があると考えられている。すなわち、ハイパー リンクは、インターネッ ト

において不可欠の技術である。ハイパー リンクがなければウェブの世界 はカタ

ログのない図書館のようなものにな り、情報にあふれてはいるが、 どうやって

求める情報を見つけ出すのか方法がない。そうした認識のもと、ハイパー リン

クの利用 を制限することは、インターネットにおける自由な情報の流通を阻害
る　　

し、表 現の 自由に著 しい萎縮 効果 を及 ぼす とい うので あ る。

カナダ最 高裁判所の判決で キーワー ドにな るもの として、先 ほ どみた 「公 表」

の ほか、 「参照」(reference)お よび 「コン トロール」(control)が 挙 げられ る。

46)KatherineE.Beyer,"Takingthe"Hype"OutofHyper-Linking:Linking

OnlineContentNotGroundsforU.S.CopyrightInfringement"(2014)55

1dealat23,26.ま た 、 著 作 権 法 の 議 論 に お い て で は あ る が 、 本 件Crookes判 決 を 引 用

し、 書 か れ た 記 事 な どへ の 単 な る ハ イ パ ー リ ン ク は 内 容 へ の 参 照 で あ っ て 別 個 の 公 表 で

は な い と い う 指 摘 も あ る 。SeeMichaelL.Rustad&SannaKulevska,

"ReconceptualizingtheRighttobeForgottentoEnableTransatlanticData

Flow"(2015)28Harv.J.Law&Tec349,392.

47)Fischer&Lazier,sza/)ranote38at216.

48)松 井 ・前 掲 注2)『 ネ ッ トの 憲 法 学 』235頁 、 松 井 ・前 掲 注2)『 名 誉 殿 損 』367頁 。See

Sableman,supranote32;Dalal,supranote33.
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引用 した判決にあるように、最高裁判所 は、 「他の表現内容に対する参照は、

公表 と基本的に異なる」 と述べ、公表 と参照を明確 に区別 し、その理由として

参照すること自体が参照 され る表現内容に対する 「コン トロールを伴わない」
　　　

という点を指摘 している。ハイパー リンクが 「公表」に当たれば名誉殿損の他

の要件の検討に進み、名誉殿損の成立の可能性が高まるが、ハイパーリンクが

「参照」に当たるなら、そうではない可能性が高まる。その2つ の方向の分水嶺

が、問題 となっているリンク先の表現に対 して、リンクを貼 る者が 「コン トロー

ル」することができるかどうかである。 「公表」の場合、それをするのはリンク

を貼 られたウェブページに記事を書 く者であるから、問題 となっている表現に

対 して、修正や加筆、削除など 「コン トロール」することができる。 これに対

し、「参照」の場合、 リンクを貼 る者はリンク先の表現内容を変更する権限が通

常ないことか ら、問題 となっている表現 を修正することなどができない。まさ

に、「ハイパーリンクを貼る者は、リンク先の表現内容をコントロールすること
　

ができない」 と判決がいう通 りである。そ して、カナダ最高裁判所が指摘する

ように 「読者がハイパー リンクによって[第2の 記事の]そ の内容に到達 した

場合、第2の 記事において名誉殿損的な表現を実際に創出した人が、その名誉
　

殿損的な表現を公表 した人なのである」 と言える。

リンク先のウェブサイ トの管理者が公表者であり、名誉殿損的な表現が リン

ク先のウェブサイ トにあった場合、その法的責任を負うのは、そのサイ トの管

理者 ということになる。 したがって、被害者が名誉殿損的な表現のさらなる公

表を防止 したい場合、その最も効果的な救済方法については、「実際に[リ ンク
ら　　

先の]表 現 内容 を作成 しコン トロールす る者」、つ ま り、 リンク先 サイ トの管理

者 に防止措置 を求 めれ ばいい こ とにな る。 こ うしたカ ナダ最 高裁判所 の判 断基

準 は客観的で あ り、 「明確 かつ予測可能 なルール(theclearandpredictable
　

rule)」 で あ ると評価す るこ とがで きる。 また、公 的事項 に関す る 「表現の 自由」

49)Croolees,su/)ranote3atpara26.

50)Ibidatpara41.

51).lbidatpara29.

52).lbidatpara41.

53)Fischer&Lazier,szapranote38at216.
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を拡大す る判断を示 した一連の判決の新 しい傾向は、主 として表現の 「内容」

に着 目したものであったが、本件判決は、名誉殿損的表現の公表 という表現の

「方法」 「手段」に着目したものであ り、内容面のみならず方法 ・手段の側面か

らも表現を保障することを宣言 した点にも大 きな意義があると言える。

三、日本におけるハイパー リンクによる名誉殿損事件

1「2ち ゃんねる」事件(東 京高判平成24・4・18)

(1)事 案の概要

では、日本におけるハイパー リンクに関す る司法判断はどうか。 日本の裁判

において、名誉殿損的な表現 を含むウェブサイ トにハイパーリンクを貼 ること

は、それ自体で 「公表」 と言えるかという点にっいて、直接判断 した判例はな
らの

い。 しか し、表現者 に損害賠償を求める従来型の名誉殿損訴訟ではないものの、

名誉殿損的な表現が記載 されているウェブサイ トにリンクを貼った行為 につい

て名誉殿損の成立を認め、発信者情報の開示を認めた下級審の2012年 の判断が

ある。それが東京高等裁判所の平成24年4月18日 判決(以 下、「本件高裁判決」
らら　

あるいは 「本件東京高裁判決」 とする)で ある。

本件高裁判決は、インターネッ トの電子掲示板 に、セクシャルハ ラスメン ト

(以下、本文では 「セクハ ラ」と略す)行 為をしたという虚偽の書き込みが読め

るハイパー リンクを貼 られ、名誉を殿損されたとして、東京都内の男性Xが プ
　

ロバイダ(接 続業者)Yに 発信者情報の開示を求めた民事訴訟である。その控

訴審判決で、東京高裁は2012年4月18日 、プロバイダに対して発信者の名前

や住所 を開示するように命 じた。

54)松 井 ・前掲2)『 名誉殿損』367頁 。

名誉殿損以外のハイパーリンクに関する日本の最高裁判例としては、児童ポルノサイ

トのURLを 掲載 した行為について児童ポルノ公然陳列罪の成立を認めた最決平成24年

7月9日 判時2166号140頁 がある。曽我部真裕 「インターネットにおけるわいせつな表

現 ・児童ポルノ」松井ほか編 ・前掲注2)『 ネット法』99頁 参照。

55)東 京高判平成24年4月18日LEX/DB25481864。

56)損 害賠償などを請求する一般的な 「名誉殿損訴訟」ではないことに注意。
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本件において原告Xは 、Yに 対 して、インターネットのウェブサイ ト 「2ちゃ

んねる」内に設置 された電子掲示板に記載 された各記事によって名誉を殿損さ

れ、 これら各記事は被告Yの 電気通信設備 を経由して送信されたものであると

して、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に

関する法律」(以 下、 「プロバイダ責任制限法」 とする)4条1項 に基づ き、各

記事の発信者の氏名、住所、電子メールアドレスなどの開示を求めた。被告Y
らの

は、電気通信事業法 に基づ く付加価値情報通信網の有償提供などを目的とし,

インターネットの接続サービスなどの事業を営む株式会社(通 常、「プロバイダ」
ら　　

と呼ばれる)で ある。

2011年1月18日 、ウェブサイ ト 「2ちゃんねる」内に設置された電子掲示板

「P大学」(以下 「掲示板1」)に 、記事(以 下 「記事1」)が 掲載された。 また、

同1月24日 には、同じウェブサイ ト内に設置された電子掲示板 「A(R寺 に勤

務 の僧侶)の セ クハ ラ」(以 下 「掲示板2」)に 、記事(以 下 「記事2」 とし、

「記事1」 と併せて 「本件各記事」 とする)が 掲載された。本件各記事には、い

ずれ も同じウェブサイ ト内に設置された別の電子掲示板 「A(浄 土宗 千葉教

区の僧侶)の セ クハラ」(以 下 「掲示板3」)へ のハイパーリンクが設定 されて

お り、本件各記事中のハイパーリンクをクリックした場合、別の記事(以 下 「記

事3」)が 表示されるようになっていた。記事3に は、原告がP大 学の学生時代

にクラブの女子部員に対 してセクハ ラを行 った旨が記載されている。

本件各記事の発信者 は、「投稿 日時」欄記載の各 日時に、インターネットを通

じ、被告Yの 電気通信設備を経由 して本件各記事を本件サイ トに送信 した。こ

の送信は、不特定の者によって受信され ることを目的 とする電気通信に当た り、

Yは プロバイダ責任制限法2条3号 に定める特定電気通信役務提供者に当たる。

そこで原告Xは 、本件各記事の発信者に対 して損害賠償などを求めるために、

本件各記事の発信者の情報開示をYに 求めたのである。

57)本 件1審 判決 ・東京地判平成23年12月19日LEX/DB25490321で は、他社から借 り

受けた通信回線を用いて顧客が発信した信号の伝達を行うことに加え、電子メールサー

ビスなどの情報処理サービスを提供することをいうと説明されている。

58)本 件 の事実の概要は、東京地判平成23年12月19日LEX/DB25490321に よる。
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(2)1審 判 決
　

本件の1審 ・東京地裁は、原告側Xの 請求を棄却 した。

原告側 は、本件各記事の前後の記事および記事3と 併せて読めば、本件各記

事は原告がセクハラを行った事実を摘示 した ものであり、読者に対 し、原告が

学生時代 にセクハラを行った旨の印象を与える、 と主張 した。

これについて、東京地裁は、記事1に は 「これのことを言ってるんですね」、

「A(浄 土宗 千葉教区の僧侶)の セクハラhttp://〈 以下略〉」 との記載が、記

事2に は投稿内容 として 「〉>320お 一いAさ んよ。今は千葉教区にいるんだか ら

こっちにこいや」、「A(浄 土宗 千葉教区の僧侶)の セクハラhttp://〈 以下略〉」

との記載があるに過ぎず、本件各記事が原告のセクハラを摘示 したということ

はできないとしたうえで、「本件各記事の前後の記事を併せ読んでも、原告がセ

クシャルハラスメントを行った旨を摘示 した もの ということは困難である」 と

した。 また、記事3に は原告が学生時代 にセクハ ラを行った旨が記載 されてい

るものの、 「記事3は 、本件各記事 とは別個の電子掲示板に記載された記事であ

り、本件各記事の内容 とはな り得ない」 とした。 したがって、本件各記事は、

いずれも本件各記事の読者に対 し、原告が学生時代 にセクハラを行った旨の印

象を与 えるものとい うことはできない、 と判断 した。

そして判決では、「原告は、本件各記事が原告の社会的評価を低下させる文書

への到達 を容易にする点において も、原告の社会的評価を低下させ る旨主張す

る。本件各記事には本件記事3へ のハイパー リンクが設定 されているところ、

本件記事3は 原告の社会的評価 を低下させる記事 ということができるから、本

件各記事は原告の社会的評価 を低下 させ る文書への到達を容易にするとい うこ

とができる。 しかし、本件各記事が本件記事3へ の到達を容易にするものであ

るとしても、本件各記事 自体が原告の社会的評価 を低下させ ると評価すること

はできない」(注 ・下線は筆者による。以下同じ)と 述べ、原告側の訴えを斥け

た。つまり、本件高裁判決は、ハイパー リンクの特性 として、名誉段損的な表

現を含む文書への 「到達を容易にする」 ことは認めたものの、本件で問題 となっ

ている記事自体が原告の社会的評価を低下させ るものではない とし、名誉殿損

59)東 京 地判 平 成23年12月19日LEX/DB25490321。
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の成立を認めなかったのである。

(3)控 訴審判決

これに対 し、本件の控訴審判決では、1審 と同様の事実認定 をしながらも、
　　

1審 と異なる判断を示 した。

判決では、まず、記事1に は 「これのことを言ってるんですね」、「A(浄 土

宗 千葉教区の僧侶)の セクハラhttp://〈 以下略〉」との記載が、記事2に は投

稿内容 として 「〉>320お一いAさ んよ。今は千葉教区にいるんだからこっちにこ

いや」、 「A(浄 土宗 千葉教区の僧侶)の セクハ ラhttp://〈 以下略〉」 との記載

があるが、控訴人が誰に対 しどのようなセクハラを行ったのか という具体的な

事実の摘示はないと認定 した。 しか しなが ら、 「セクハ ラという言葉は、特に女

性を不快な気持ち、苦痛な状態に追い込み、人間の尊厳を奪 う性的な言葉や行

動を意味しており、今 日においては、セクハラという言葉のみか ら、その具体

的な事実の摘示がな くとも、女性に対 して人間の尊厳を奪 うような性的な言葉

を発 し、行動をした者であると推測することができる」 と指摘 した。そして、

「A(浄 土宗 千葉教区の僧侶)の セクハ ラ」、記事2の スレッドタイ トル 「A

(R寺 に勤務の僧侶)の セクハラ」 という内容の記事はそれ 自体で、千葉教区の

浄土宗の僧侶で、R寺 に勤務 した ことのある控訴人が女性に対 し性的ないやが

らせをしたであろうと容易に推測できるような内容となっているといえる、 と

した。

そして、ハイパーリンクについて検討する。本件高裁判決は、 「本件各記事に

は、本件記事3へ のハイパーリンクが設定表示され、これをクリックすると本

件各記事の具体的で詳細な内容が記載 されている本件記事3へ と誘導する仕組

み となっている。そ して、そこには、控訴人がP大 学 〔筆者注 ・原文は実名〕

の学生時代 に同大学のカバディ部の女子部員に対 してセクハ ラを行った旨が詳

細に記載 されてお り、この本件記事3と 本件各記事とを併せて読めば、控訴人

がP大 学 〔原文は実名〕の学生時代に上記セクハ ラを行ったとの印象を与 える

内容 となっている。ただ、本件各記事 と本件記事3と は本件サイ ト内であると

はいえそれぞれ別の電子掲示板 における記事であることか ら、本件記事3は 本

60)東 京高判平成24年4月18日LEX/DB25481864。
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件各記事の内容 とはなり得ないのではないか との疑問 も生 じる」 とした。

そのうえで、本件高裁判決は、 「しか し、本件各記事が社会通念上許される限

度を超 える名誉殿損又は侮辱行為であるか否かを判断するためには、本件各記

事のみならず本件各記事を書 き込んだ経緯等 も考慮する必要がある。本件各記

事にはハイパーリンクが設定表示されていて リンク先の具体的で詳細な記事の

内容を見ることができる仕組みになっているのであるか ら、本件各記事を見る

者がハイパーリンクをクリックして本件記事3を 読むに至 るであろうことは容

易に想像できる。そ して、本件各記事を書き込んだ者は、意図的に本件記事3

に移行できるようにハイパーリンクを設定表示 しているのであるか ら、本件記

事3を 本件各記事に取 り込んでいると認めることができる」 と判断 した。

この点、被控 訴人(被 告Y)は 、ハ イパー リンク先 を訪れ るか否 かの選 択 は、

個々 のイ ンターネ ッ トユ ーザー によ り異な る うえ、ハ イパ ー リンクを ク リック

す る ことによって コンピュー タウイルスな どに感 染す るおそれが あ るか ら、安

易 に これ をク リックす る とは考 え られない、 と主 張 した。

これ に対 し,東 京高裁 は、 「確 か に、ハ イパ ー リン ク先 を訪 れ るか否か は個々

人 に よって異 な るこ とは、被 控訴人 が主張す るとお りで あ る。 しか し、……ハ

イパ ー リンクが設 定表示 されて いる本件 各記事 を見 る者 がハイパ ー リンク先 の

記事を見る可能性があることは容易に想像できるのであり、ハイパーリンク先

を訪れるか否かの選択が個々人によって異なるという理由だけで、ハイパー リ

ンク先の記事を併せ読むことが一般的ではない とい うことにはならない。また、

本件各記事のような投稿をする者や このような投稿記事に興味を持つ者がコン

ピュータウイルス等に感染することを危惧 して安易にクリックすることはない

などとはいえず、む しろ、ハイパーリンク先に移行するのが通常であろうと推

測される。そうすると、本件各記事は本件記事3を 内容 とするものと認め られ

る」 と述べた。

結論 として東京高裁は、「本件各記事によって控訴人の名誉が段損され、その

権利が侵害されたことが明らかであるとい うことができ、 また、本件各記事の

発信者 に対 して損害賠償請求権を行使することを予定 している控訴人には発信

者情報の開示を受けるべ き正当な理由があるといえるか ら、控訴人の被控訴人

に対する発信者情報の開示請求は理由がある」 とし、原判決を取 り消した上で、
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控訴人の請求を認容することとした。

(4)評 価

本件東京高裁判決について、判例評釈では、 「本判決は、 クリック操作によっ

て同一サイ ト内の別のス レッドに誘導するハイパーリンクを設定 している発信

者のスレッドの表現内容の名誉殿損の成否の判断において、 リンク先のスレッ

ドの記載内容 も併せて発信者のス レッドの表現内容として把握 し、その判断の

対象 とすることができるとの判断を初めて判示 した先例 として、実務上、重要

である」 「投稿記事に興味を持つインターネットユーザーの通用予想 される行動

とその意図的な利用による名誉殿損の態様に対する法的な規律の在 り方 として、
　

本件の判示内容に対する異論はないように思われる」 という評価がある。

ただし、控訴審判決は、ウェブサイ トを見る者がハイパーリンクをクリック

して、名誉殿損的な表現を含む リンク先のウェブサイ トの記事を読むことは容

易に想像することができ、 リンクを貼った者は、 リンク先のウェブサイ トに移

行できるように意図的にリンクを貼 りつけているのであるから、名誉殿損的な

表現を含む記事を自らの記事に 「取 り込んでいる」と認めることがで きると判

断 したものであると解され る。つまり、他人の表示している情報 を自分の記事

に 「取 り込んでいる」 と認められればリンクを貼 りつけただけでも名誉殿損の

責任を負うことにな り、反対に 「取 り込んでいる」と認められなければリンク

を貼って も名誉殿損の責任を負わないという基準(以 下、「取 り込みの基準」 と
　　

する)を とっていることになると解することができる。

この東京高裁判決 は、下級審の判断ながら、その後の地裁判決などで参照さ

れている。たとえば、本件東京高裁判決の翌2013年ll月 の東京地裁判決では、

被告は本件情報を閲覧する者を誘導する仕掛けとして、「ハイパーリンクを設定

表示することにより、本件情報上の上記各記事 と同目録各記載の投稿内容の情

報に、いわば見出しと本文の関係のような一体性を構築 しているか ら、一般の

閲覧者の普通の注意 と読み方によれば、本件情報は、その内容 に別紙投稿記事

61)LLI/DB・ 判例番号LO6720189,LIC。

62)原 告男性の代理人弁護士は、本件控訴審判決について 「リンクによる名誉殿損を認め

ており、画期的だ。 リンクを張るときには注意する必要がある」 と述べた。日本経済新

聞2012年4月19日 付。
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目録各記載の投稿内容の情報を取 り込んでいると理解される」 と判断している。

また、 「ハイパーリンクの設定表示は本件情報の一部であ り、……投稿内容の情

報は、本件情報の内容に取 り込まれているものと理解されるから、本件情報の

発信についての不法行為の成否の判断にあたっては、……投稿内容の情報の内
　

容 も考慮 され るべ きで あ る」 としてい る。

2八 イパー リンクに関する論点の検討

(1)「取 り込みの基準」

まず、前章において詳 しく見た東京高判平成24年4月18日 の考え方および

結論について検討する。その大きい論点の一一つは、名誉殿損的な表現が記述さ

れているサイ トに対 してハイパーリンクを貼った行為について、名誉殿損の成

立を認めて発信者情報の開示を認めたことに妥当性があるかどうかである。た

だ し、 この判決 については、カナダ最高裁判所 と異な り、 「表現の自由」を制約

するもののようにも見えるが、これは名誉殿損そのものの実体的判断 とい うよ

りも、あ くまで発信者情報の開示請求を認める前提 として名誉殿損の成否を判

断す るという限定 された問題であって、本件高裁判決の射程範囲を検討 してい

く必要があると思われる。

判断は、あ くまで発信者情報 の開示を求めた訴訟におけるものであ り、名誉

殿損を理由とした損害賠償を求める訴訟ではないことに注意が必要である。

本件東京高裁判決は、他人の表示 している情報 を自分の記事に 「取 り込んで

いる」 と認められればリンクを貼 りつけただけでも名誉殿損の責任を負うこと

になり、反対に 「取 り込んでいる」 と認め られなければリンクを貼っても名誉

殿損の責任を負わないという、いわば 「取 り込みの基準」を示 した。 この基準

に対 しては、あまりに主観的 ・恣意的であるという批判がありうる。すなわち、

他人が表示 している情報を自分の記事に 「取 り込んでいる」 と認められるか ど

うかは必ず しも明確ではな く、後 日、訴訟になってはじめて裁判官によって 「取

63)東 京 地判 平 成25年ll月13日LEX/DB25516208。

また 、東 京 地 判 平成27年3月4日LEX/DB25525225で も原告 の主 張 に お いて 参 照 さ

れ て い るが、 判 決 で は、 「事 案 が全 く異 な っ て い る」 と斥 け られ て い る。
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り込んでいる」かどうかが恣意的に決 まりかねないからである。

もし、この 「取 り込みの基準」が裁判所 によって確定的に採 りいれ られた場

合、 リンクを貼 る者は、「取 り込んでいる」 と認められず法的責任を問われない

ようにするため、た とえば、「以下のリンク先のサイ トの表現内容は、私(リ ン

クを貼 ったサイ トの管理者)の 見解 とは異な りますが、参考に貼 り付 けます」

といった形式的な 「注意書 き」をつけることが常態化 ・一一般化することも想定

できる。もちろん、裁判官からは、 こうした形式的な 「注意書 き」は意味をな

さず、実質的に 「取 り込んでいる」 と認められるかどうかで判断するという反

論があるであろう。しか しながら、 こうした主観的かつ予測可能性の低い曖昧

な基準によって表現内容の審査をす ることは 「表現の自由」を定めた憲法上、

避けなければならない と思われる。

(2)転 載 と参照

以上のように 「取 り込みの基準」は曖昧なものであるが、 これを生かし、よ

り明確 にした基準へと修正することは考えられないだろうか。そこで、インター

ネ ット上において文章の 「転載」が問題 となった事例 を基 に、文章を 「転載」

することと 「取 り込みの基準」 との整合性を図ることができないかを検討する。

ハイパー リンクがリンク先のページの情報の在 りかをリンク元のページの読

者に示す ものであるのに対 し、「転載」は、読者の見ているページに他のページ

の情報を一部または全部写すものである。この2つ を比較することによって、

ハイパーリンクの性質が、 より明確になるか どうかを考える。

転載 と名誉殿損が問題 となったのは、インターネッ トの電子掲示板などに書

き込まれた中傷記事 をインターネ ットの電子掲示板 「2ちゃんねる」に転載 し

た匿名の投稿について、転載であっても名誉殿損に当たるかどうかが争われた

裁判である。この裁判では、1審 と2審 で判断が分かれた。問題の転載は2012

年3～5月 頃、「2ちゃんねる」において匿名の投稿者によって行われたもので、

他のネッ ト掲示板や雑誌の記載内容を引用 し、海外在住の日本人男性(原 告X)

が国際間の違法送金や資金洗浄に関与 しているかのように書かれていたことか

ら、Xは2012年10月 、投稿者を特定するため、投稿者がネットの利用で契約
　

しているプロバイダYを 相手取 り、発信者の情報開示を求めて提訴 した。

1審 の東京地裁は、この事件で問題 となった各情報 について 「いずれも、既
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に公開されているインターネッ ト上の掲示板に掲載された記事又は出版 された

書籍の内容を転載 した ものに過ぎず、これ らの記事の掲載又は書籍の出版以上

に原告の社会的評価 を低下させるものであるということはできない。それゆえ、

本件各情報が掲載 されたことにより、原告の名誉権が明 らかに侵害された と認
　

めることはできない」 と判断 し、原告側Xの 請求を棄却 した。

これに対 し、2審 の東京高裁は、本件情報のうち3つ について、先にインター

ネ ット上の ××××に掲載 されていた記事を転載 したものであるか、 または口

口口口に掲載されていたものであることが認められるとしながらも、 これ らの

情報をウェブサイ トムムムムで見た者の多 くが、これ と前後 して ××××の転

載元の記事や口口口口の記事を読んだ とは考えられず、 これらの情報をウェブ

サイ トムムムム に投稿 した行為は、 「新たに、より広範に情報を社会に広め、控

訴人の社会的評価 をより低下させたもの と認められる」などと判断 し、これ ら

の情報が掲載されたことによって、控訴人の名誉権が明 らかに侵害された とし

て原告敗訴の一一審判決を変更 し、原告側の訴えを認めて投稿者の氏名な どの情
　　　

報開示 を契約プロバイダYに 命じる判決を言い渡 した。

「転載」 とは、他人の著作物をそのまま自己の出版物、あるいはウェブページ

に載せ ることをいう。それは、転載する表現内容 に同意 し拡散を図ろうとする

ための ときもあれば、転載する表現内容を批判するための ときもあろう。「引用」

が、 自説の展開や補強、証明をするため、あるいは他説を批判するため、他人

の文章 を自分の文章に採 りいれることを意味するの と同様である。転載は一種

の 「引用」であ り、採 りいれた先のサイ トの表現内容を自らのサイ トの表現内

容に持ち込んでいる。

そして、 この東京高裁判決が言 うように、転載は結果 として、 「新たに、より

広範に情報を社会 に広め」 るものである。 こうした転載する者の主観を どのよ

うに判断するかは容易でない場合 も少な くないはずである。しか しながら、現

在の日本の確定 した判例法理では、 「噂によれば」 という断 り書 きをっけた とし

64)読 売 新 聞2013年12月3日 付参 照 。

65)東 京 地判 平 成25年4月22日LEX/DB25512448。

66)東 京 高判 平 成25年9月6日LEX/DBLO6820677。
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ても、その 「噂」の内容の真実性 ・相当性 などを立証する責任が転載 した者に
　

問われ ることになる。ここでは、転載 される表現内容が問題 となる。出典 を明

記 していた としても、名誉殿損的な表現内容を転載する場合は、法的責任 を問

われる可能性がある。

これに対 し、本件で問題 となっているハイパーリンクは、他か ら表現内容を

持ち込むわけではない。他のサイ トの表現内容を取 り込む 「転載」 とは明らか

に異なる。 リンクを貼 る行為は、自らの記事を読む人に他の人の記事を紹介 し、

照 らし合わせることができるようにするものである。 リンクを貼る行為は、あ
　　

くまで 「参照」を促す行為なのである。

(3)リ ンクと 「関連共同性」

次に、転載の場合 とハイパー リンクの場合の 「整合性」を図る必要があるか

どうかについて検討する。

ハイパー リンク先の拡大を抑制 し、名誉殿損の被害者を救済する重要性 は否

定することができない。 しかしなが ら、だか らといって、多様な情報の流通を

図るためリンクを貼 る行為がたやす く法的責任を問われるのでは、 リンク先を

含む自由な表現が萎縮 してしまう。 リンクを貼る行為は、あ くまで 「参照」を

促す ことであり、 この場合にまで法的責任 を問われると、表現の自由に対する

萎縮効果は著 しく大 きく、看過することができない。

被害者 としては、リンクを貼 られて被害が拡大すること自体 を防 ぐことは難

しいが、 リンク先のサイ トの名誉殿損的な表現を問題 にすることは当然できる。

本件東京高裁判決のように、名誉殿損的な表現をした者が誰か分か らず、発信

者情報を把握す る必要がある場合などについては、今回のような訴訟手続では

なく立法措置によって 「名誉の保護」 と 「表現の自由」 とのバランスをとるこ
　

とができるようにするべきであろうと思われる。

67)最 決昭和43年1月18日 刑集22巻1号7頁 。「本件のように、『人の噂であるから真偽

は別として』という表現を用いて、公務員の名誉を殿損する事実を摘示した場合、刑法

二三〇条ノニ所定の事実の証明の対象となるのは、風評そのものが存在することではな

く、その風評の内容たる事実の真否であるとした原判断は、相当である」 と判示した。

松井 ・前掲注2)『 名誉殿損』20頁 。

68)Croolees,supra,note3atpara27.
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ハイパー リンクについて、日本においては、総務省の 「利用者視点を踏まえ

たICTサ ービスに係る諸問題 に関する研究会」が2011年6月 に 「プロバイダ責
ての

任制限法検証に関する提言」 をまとめた。すなわち、プロバイダ責任制限法の

取 り扱 う情報の範囲 として、(1)有 害情報および社会的法益 を侵害する情報の

ほか、(2)情 報の流通により直接権利侵害 していない場合が考えられ、後者で

は、情報の流通それ自体は違法 とは言えないものの、当該情報 と関連性が認め

られ る情報の流通 により他人の権利を侵害 している場合についても、 プロバイ

ダ責任制限法の対象 とすべきとの主張があるとした上で、 「送信防止措置」 との

関係では、たとえば、貼 られた リンク情報それ 自体 は違法ではないと言えるも

のの、 リンク先の情報が他人の権利を侵害す るような場合に、 リンク情報それ

自体を送信防止措置の対象 とすべきかが問題 とな りうる、 とした。そして、「他

人の権利を侵害 しているリンク先の情報の流通行為 とリンク情報の流通行為 と

が関連共 同性を有する一体のものと評価 され る場合」には、リンク情報の流通

が リンク先の権利侵害行為 との問で(広 義の)共 同不法行為 と評価されうるこ

とか ら、送信防止措置の対象 となる可能性がある一方、 「そのように評価できな
　

い場合」には、送信防止措置の対象 とはな らない可能性が高い、 と提言 した。

これは、た とえば、名誉殿損的な表現を含むリンク先 と、 リンクを貼 る行為 と

69)た だし、松井 ・前掲注2)『 ネットの憲法学』239頁 では、プロバイダ責任制限法によっ

て、名誉殿損的な書き込みをした送信者情報の開示をプロバイダに求めうることになり、

被害者にとっては重要な措置ではあるが、裁判所の判断を得ないでプロバイダに開示請

求できるため、プライバシー保護の観点からは問題が含まれているとし、インターネッ

トの上で自由に発言できるためには、匿名性が保障されることが重要であって、「あまり

に安易に発信者情報の開示が認められることは表現の自由の観点からも、重大な問題 と

考えるべきである」と指摘している。

70)http://www.soumu.go.jp/main _content/000122708.pdf〔2017.1.21〕 。この提言1頁

では、2001年ll月 にプロバイダ責任制限法が制定され、送信防止措置に関する責任の

明確化および発信者情報の開示請求の制度整備が図られてきたが、2010年9月 、「利用者

視点を踏まえたICTサ ー ビスに係る諸問題に関する研究会」は、「プロバイダ責任制限法

検証WG」 を設置 し、権利者、プロバイダのほか、法律実務家など幅広く関係者からの

ヒアリングを行った上で、現在の運用状況や諸外国の動向などを踏まえつつ、プロバイ

ダ責任制限法の検証を行い、2011年6月 、本提言をまとめた、と説明している。

71)利 用者視点を踏まえたICTサ ービスに係る諸問題に関する研究会 ・前掲注70)「 プロ

バイダ責任制限法検証に関する提言」12-15頁 。
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が 「関連共同性を有する一体」 とされ る場合には、広義の共同不法行為になり

うることを示 したものであ り、名誉殿損 自体の成否の判断の参考になるもの と
　　　

評価することができる。

ただし、この 「関連共同性を有す る一体」のものかどうかを判断す るのは容

易ではない。 リンクを貼る行為 とリンク先の管理者 に、一一体 どういう関係性を

要求するのだろうか。名誉殿損的な表現 を広めるという通謀を前提 とした 「共

犯」のような もの、名誉殿損的な表現を広 めるという片務的 ・一方的意思を有

する 「耕助犯」のようなもの といった、 さまざまな関係性が考 えられ るが、そ

の要件には具体性 ・明確性が充分にあるとまでは言えないと思われる。

四、考 察

1カ ナダおよび日本の名誉殿損法の相違点

ここまでハイパー リンクに関する一般的論点を整理 ・検討 してきたが、ここ

か らは本稿のテーマである日加のハイパー リンクと名誉殿損に関する検討 に入

りたい。

ハイパー リンクによる名誉殿損の場合、インターネッ トにおける新 しい技術
　

および機能 ・役割 とい う特殊性 を踏まえたうえで、名誉殿損の成否を判断する

具体的かつ明確な要件の検討が必要 となる。

日本における民事上の名誉殿損では、不法行為の成立要件 として権利 ・利益

侵害(違 法性)、 故意 ・過失、損害、因果関係の4つ があり、名誉殿損に対 して

損害賠償を受けるには、「名誉」が段損されたこと、被告に故意 ・過失があった
　　　

こ と、損 害が生 じた こ と、 因果関係が あった こ と、が必要 とな る。名誉 とい う

72)こ の総務省の研究会の議論は、あくまで表現の発信者に関する情報開示の問題であり、

名誉殿損そのものを主題としているわけではないが、その考え方については一考に値す

ると考える。

73)芦 部信喜 ・高橋和之補訂 『憲法 〔第6版 〕』188-189頁(岩 波書店、2015年)。 佐藤幸

治 『日本国憲法論』250頁(成 文堂、2011年)も 参照。

74)松 井茂記 『マス ・メディア法入門 〔第5版 〕』102頁(日 本評論社、2013年)、 松井 ・

前掲注2)『 名誉殿損』12頁 。加藤雅信 『新民法体系V事 務管理 ・不当利得 ・不法行為

〔第2版 〕』130、220頁(有 斐閣、2005年)、 内田貴 『民法II第3版 債権各論』331、370



236

権利 ・利益を侵害することは要件 となっているが、刑法のように 「事実 を摘示」
　ら　

したことは明確なかたちでは要件に入っていない。もっとも、名誉殿損が生 じ

るためには、問題 とされている表現が被害者以外の第三者に伝達されたこと、

したがって、通常は 「公表」されたことが必要である。民法上は 「公然」性が

要求 されていないため特定の1人 に 「表白」することで も成立 しうる余地があ
て　　

るとされていたが、通常は不特定または多数人に対 して問題 とされる何 らかの
　

表現内容が伝達 された ことは必要だと考えられているのである。

さらに 「権利 ・利益侵害」の要件について検討すると、 ここには侵害の 「結

果」のみならず侵害の 「行為」も当然のことながら含まれているはずである。
て　　

この何 らかの表現内容を伝達する侵害行為を 「名誉殿損行為」あるいは 「表現

行為」 と呼ぶ ことができる。名誉殿損行為 とは、通常、不特定多数の第三者に

対 して、違法 とされる何 らかの表現内容を伝達すること、つまり広 く表現内容

を社会 に公にすることであるか ら、 こうした行為 を 「公表」 と表現することが

できる。

本稿第二章においてみたように、カナダにおける民事上の名誉殿損では、名

誉殿損的な表現に対 して、原告は、①名誉殿損的な表現が公表されたこと、②

頁(東 京大学出版会、2011年)、 大村敦志 『基本民法II債 権各論 〔第2版 〕』179頁(有

斐閣、2005年)。

75)た とえば、松井 ・前掲注2)『 ネットの憲法学』211頁 では、民事上の名誉殿損につい

て、「刑法上の名誉殿損 と異なり、事実を公然 と摘示することは要件ではない。事実を特

定の人に摘示しても名誉殿損となりうるし、意見の表明によっても名誉殿損 となりうる」

とするなど公然性の要件に消極的な見解もある。他方、加藤 ・前掲注74)220頁 では、
　 　

「『公然と事実を指摘』(刑230条)す ることによって名誉を殿損したときには、故意と過

失のいかんを問わず、不法行為 となる」とするなど公然性の要件に積極的な見解がある

(刑法230条 の条文は 「摘示」)。五十嵐清 『人格権法概説』28頁(有 斐閣、2003年)で

は 「ある言辞によって被害者の社会的評価が低下したというためには、原則 として、名

誉殿損事実が一定範囲に流布されることが必要である」 としている。

76)大 正初期の大審院判決(大 判大正5年10月12日 民録22輯1879頁)で は、被告が虚

偽の事実を通告したのは1人 だけであるから公然性の要件を欠くという趣旨の上告理由

に対して、「事実二反スルコトヲ知リ乍ラ或者ノ品位信用等二関スル社会上ノ地位 ヲ殿損

スヘキ事項 ヲ第三者二表白 〔言葉に表すこと。表明〕シタル以上ハ縦令広ク之ヲ社会二

流布スルニ至ラサルモ其行為ハ其者ノ名誉権ヲ侵害シタルモノト謂ハサルヘカラス」(漢

字を現代字に変えた。以下同じ)、その理由として 「第三者モ亦社会ノー員ナルカ故二第



ハイパーリンクによる名誉殿損 237

表現が名誉殿損的であること、③表現が原告についてのものであること、を証

明できれば、損害賠償を求めることができる。本件Crookesv.Newtonで は、

このうち①の 「公表」の要件が問題 となった。つまり、民事上の名誉殿損 とし

て法的責任 を問 うためには、その人が何 らかの表現内容を 「公表」 したことを

立証 しなければならない。

では、この 「公表」を日本において、名誉殿損一一般の成立要件に組み込むこ

とはできるだろうか。この点、理論的にはありうると思われるが、現実的には、

従来型の名誉殿損に対 して数多 くの事例が集積され、構築された伝統的な判例

法理の枠組みにそぐわないとされる可能性が大きいかもしれない。

それでは、イ ンターネ ット上の名誉殿損に対 して、 とりわけハイパーリンク

による民事上の名誉殿損の成立要件 としてこの 「公表」を組み込む ことはでき

るだろうか。不法行為の一般要件 として挙 げられている 「権利 ・利益侵害(違

法性)」 の侵害行為の一形態 として、他人の名誉を侵害する者が名誉 を侵害する

ような情報 を 「公表」 したことを成立要件の1つ として組み込むことができる

か どうかである。

もし、それが名誉殿損に関する判例法理 との整合性の観点から困難なもので

あるとすれば、インターネットの特殊性からハイパー リンクによる 「表現の自

三者二対シテ或者ノ名誉ヲ殿損スヘキ事項力表白セラルル以上ハ其者ノ社会上ノ位地ハ

為メニ影響ヲ受クルコトナシトセサレハナリ」(こ こまで原文に傍点あり)と した。しか

しながら、この判決は、「刑法第二百三十条ハ名誉殿損力刑罰二値ヒスル場合ノ規定ニシ

テ汎ク民法上ノ不法行為 トシテ観察セラルル場合ノ規定二非ス」と付け加えているほか、

この大審院判決を引用しつつも、「名誉についての考え方が今日のものとは必ずしも一致

しない時代のものであり、また、その後にプライバシー等、人格権領域の分野で権利内

容の発掘 と類型化が進展したことからすると、上記の各大審院判例の射程は慎重な吟味

を要するであろう」とする論稿がある。大阪地方裁判所判事補 ・57期民事部 ・和久一彦

ほか 「名誉殿損関係訴訟について 一 非マスメディア型事件を中心として」判タ1223号

57-58頁(2007年)。

77)松 井 ・前掲注2)『 名誉殿損』13頁 では、「名誉殿損が生じるためには、問題 とされて

いる表現が誰かに伝達されたこと、したがって通常は公表されたことが必要である。……

刑法230条 の場合と異なり、『公然』性は要求されていないが、不特定又は多数人に対し

て情報が伝達されたことが必要だと考えられている」 としている。

78)東 京地方裁判所プラクティス委員会第一小委員会 「名誉殿損訴訟解説 ・発信者情報開

示請求訴訟解説」判タ1360号9、17、23、27頁 な ど(2012年)。



238

由」の重要性を浮かび上がらせ、ハイパー リンクによる名誉殿損の場合 には、

この 「公表」の有無について確認することを検討 したい。 「公表」を名誉殿損の

明確な成立要件 とはしないものの、名誉段損の成否を検討するに当たっては 「公

表」があったかどうかを確認 し、 「ない」 と認められる場合は解釈によって名誉

段損の成立を否定するのである。

2八 イ パー リンク と 「公 表」

ハ イパー リン クは、 イ ンターネ ッ トにお いて、 もはや不 可欠の仕組 み と言 え

ゆ

る。ウェブページには通常、他のウェブページのハイパーリンクが貼 られてお

り、利用者は、 この リンクをクリックすることによって、 リンクされたウェブ

ページに自動的にた どりつ くことができる。ウェブページが相互にリンクされ

ることによって、相互連携性 を果たしている。ウェブの世界では、情報 を包括

的に管理する組織な どはな く、情報を集中的に管理する場所 もない、 きわめて
　

開かれ た性格 を有 して いる。 いわば 「タテ」の世界で はな く、 「ヨコ」 に広が っ

た世界 にあって、ハイパ ー リンクは、その連関性 を強 め るコミュニケーシ ョン

ッール と して、 な くて はな らな い もの とな ってい るので あ る。

カナダ最高裁判所 が指摘 す るよ うに、イ ンターネ ッ トは、ハイパ ー リンクを

貼 る ことな く情報 への アクセ スを提供 で きないか ら、 「その有用 性 を制限す る こ

とは、情 報 の流 れ に深刻 な影 響 を もた ら し、結果 として表 現の 自由を制限す る

効果 をもた ら」 し、 リンクを制 限する ことは、イ ンターネ ッ トに対す るハ イパ ー

リンクの役割 の中核 的意義 を考慮 す るな らば、 「インターネ ッ ト全体の機能 を損
　

なう危険にさらすものである」 と言える。

グーグルやヤフー といった検索エンジンが、名誉殿損的な表現を含むウェブ

ページのURLを 表示することと比較 して考えてみたい。検索エンジンは、その

仕組みおよび一般の利用者の認識からみて、名誉殿損をするというよりも単に

URLな どを表示するにとどまるものであるから、検索エンジンの有する 「表現

79)Crookes,suψranote3atpara34.

80)松 井 茂 記 「イ ン ターネ ッ ト法 の発 達 と特 色」 松 井 ほか編 ・前 掲 注2)『 ネ ッ ト法 』4頁 。

81)Crookes,suψranote3atpara36.
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の自由」 「知る権利」に奉仕する機能に鑑みれば、裁判所が検索結果の削除など
　

を命 じることには慎重であるべきだ と考 えられている。これ とパラレルに とら

えれば、ハイパーリンクも、その仕組みおよび一一般の利用者の認識か らみて、

名誉殿損をするというよりも単にリンク先のURLな どを表示するにとどまるも

のであるか ら、ハイパー リンクの有する 「表現の自由」「知 る権利」に奉仕する

機能に鑑み、裁判所が法的責任 を負わせ ることには慎重であるべきだ と考 えら

れる。 また、検索エンジンが膨大な情報の中か ら利用者の求める情報を的確 に

探 して提供する機能には、「表現の自由」および 「知る権利」を実質的に担保 し

ているという評価があるが、これ とパラレルにとらえれば、ハイパーリンクも、

膨大な情報の中から利用者の求める情報 を的確に探 して提供する機能を有 して
　

いることか ら、 「表現の自由」および 「知る権利」を実質的に担保 している重要
　　

な機能があると評価することができる。

では、ハイパーリンクを貼 る行為は 「公表」 と言えるのかどうか。

そもそも、インターネットの名誉段損の場合、「侵害行為」に問われ うるのは、

通常、ウェブページに対 して何 らかの表現内容を書 き込む行為である。 こうし

た 「表現行為」がページに反映され、インターネットにおいて閲覧者が何 らか

の表現内容を認識できるようになった瞬間から、「表現行為」の効果が不特定多

数の第三者 に対 して発生する。名誉殿損的な表現がページに掲示されれば、誰

からでもその表現にアクセスすることを可能にする。インターネ ットにおける、

こうした行為は、何 らかの表現内容を広 く社会に公 にすることであり、 まさに
　

「公 表」 と呼ぶ こ とがで きる。

これ に対 して、ハイパー リンクに よる名誉殿損 の場 合、 「侵害行為 」 に問われ

うるのは、通常 、 リンク元の ウェブペ ージに、 リンク先の ウェブページのURL

を貼 り付 ける行為 で ある。 この行為 の効果 は、 リンク先 のウ ェブペ ージの存在

82)宍 戸 ・前 掲 注2)84頁 。

83)た とえ ば、 芦 部 ・前 掲 注6)261頁 以下 な ど参 照。

84)イ ンタ ーネ ッ ト、 ハ イ パ ー リン クの憲 法 的価値 に論 究 す る もの として、 立 山紘 毅 「い

わゆ る 『リン ク』 をめ ぐる犯 罪 に関 す る憲 法 学 的考 察」 判 タ997号ll2頁 以下(1999年)

参 照 。

85)松 井 ・前 掲 注2)『 名 誉 殿 損』362頁 。
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およびその在 りかを示すに過 ぎない。リンクを貼 る者が何 らかの表現内容を広

く社会に公にするわけではない。 「公表」 とは何 らかの表現内容を広 く社会に公

にす ることをいうが、 リンクを貼る行為 は、あ くまで リンク先を参照 させるだ

けであ り、紹介するだけなのである。したがって、ハイパーリンクを貼 る行為
　

は 「公表」 と言えないと考える。

リンク先のURL表 示に簡単な見出 し ・タイ トルが付いている場合 もあるが、

その場合でもリンク先の表現内容を 「公表」した とは言い難いものと思われる。

そもそも、 リンクを貼る行為が法的責任 を問われた としても、 リンクを貼った

者はリンク先の表現内容を改変することができない。リンク先の表現内容を 「コ

ン トロール」をする権限がないのである。「公表」 したと言えるのは、表現内容

を 「コントロール」する権限がある場合 に限 られると解するべきである。

やはり、カナダ最高裁判所の言うように、名誉段損的な表現に対してハイパー

リンクを貼っただけでは名誉殿損を 「公表」 したことにはならず、それゆえ責
　

任 は問われ るべ きで はない、 とい う見解 に耳 を傾 ける必要 があ る。 すなわ ち、

リン クを貼 る者 が リンク先 の表現 に対 して 「コン トロール」で きるか どうか を

問題 とし、 「公表」 の場 合 それが で きるが 、 「参 照」の場合 それがで きず、 まさ

に 「ハ イパ ー リンクを貼 る者 は、 リンク先の表現 内容 を コン トロールす る こと
　　

がで きない」。 そ して、 リンク先の ウェブペ ージにおいて 「名誉 殿損的 な表現 を
　

実際に創出した人が、その名誉殿損的な表現を公表 した人」 と言 うことができ、

リンクを貼る者を 「公表者」 として法的責任を負わす ことは妥当ではない。ハ

イパーリンクを貼 る者はリンク先の表現内容をコントロールすることができな

いか ら、 リンクを貼 る行為は、あ くまで参照先を示 し、 「参照」を促すものであ

り、 リンク先の表現内容に責任を持つことがで きないのである。

3「 公表」概念と日本の名誉殿損法

ハイパー リンクを貼ることが 「公表」ではない とすれば、第三章において検

86)Castel,szapranote36atl55-156.

87)松 井 ・前 掲 注2)『 名 誉 殿 損 』367頁 。

88)Crookes,suψranote3atpara41.

89)Ibidatpara29.
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討 した本件東京高裁判決の結論は再考 されるべきである。

1審 の東京地裁は、本件で問題 となった記事が 「社会的評価」を低下 させる

ものではない として名誉段損の成立を認めなかった。これに対 して、2審 の東

京高裁は、名誉殿損行為であるか どうかを判断するために、記事のみならず 「記

事を書 き込んだ経緯等も考慮する必要がある」 として、ハイパー リンクを貼っ

た者の 「意図」などを検討 している。そして、ハイパー リンクの仕組みや通常

の使用形態などをもとにして、「取 り込みの基準」によって名誉殿損の成立を認

めた。 しか しなが ら、本件で問題 となった電子掲示板に対 してハイパーリンク

を貼った者は、何 らかの名誉殿損的な表現を創出したわけではない。 リンク先

の表現内容をコントロールして、それを公 にしたわけでもない。単に参照先を

示 し、「参照」を促 したに過ぎない。その者が、 どのような目的 ・意図を有 して

いたかを問 うことな く、そもそも、 リンクを貼る行為自体が外形的 ・客観的に

みて 「公表」 ということができないのである。そうであるならば、名誉殿損は

成立せず、本件東京高裁判決の理由づけだけでは発信者情報 も開示されるべき

ではなかった。にもかかわらず、東京高裁判決は、どのような名誉殿損行為が

あったかにっいて真正面か ら論じることな く、名誉殿損の成立を認めている。

名誉殿損 「行為」について充分に論究せず、発信者情報を開示 した結論には疑

問がある。

もっとも、 こうした 「公表」を重視する見解に立つことによる不都合性 もな

いわけではない。た とえば、ハイパーリンクが貼 られたサイ ト(リ ンク元)の

閲覧者にすれば、そこに貼 られたURLを クリックするだけで リンク先のサイ ト

が自らのブラウザに表示されるため、あたかもリンク元のサイ ト上にリンク先

のページが掲載されているかのように認識する可能性もある。しか しながら、

あくまでリンク先の情報は、 リンク先のサイ トのサーバーに保存され、送信 さ

れている。 したがって、その情報を掲載(公 表)し た責任を有するのは、リン

ク先のサイ トの管理者 らであると考えられる。 リンクを貼った者は、 リンク先

の情報の在 りかをリンク元のサイ ト上にURLに よって示 したに過ぎないのであ
　

る 。

90)小 林 弘和 「ウェブサイ ト上にリンク先の動画を埋め込んで表示する行為 と著作権侵害
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また、インターネッ ト上の名誉段損は、従来型の名誉段損 とは異なる大きな

ダメージを受ける可能性を否定できない。インターネ ット上では、一定の匿名

性が保障されることか ら、名誉殿損的な表現、あるいは不正確 な内容の表現な

どが凄 まじい速 さで拡散 しうる。ハイパー リンクが貼 られると、 この拡散に結

果的に寄与するかたちになって しまう。ハイパーリンクの仕組みでは、 リンク

先のURLを 表示すると、たやす くその リンク先に移ることができる。 リンク先

の表示がなければ、被害の拡大はないかもしれない。

しか しなが ら、だからと言ってハイパーリンクを制限することには、その 「表

現の自由」 「知る権利」に奉仕する機能 ・役割か ら見て問題がある。名誉殿損的

な表現 を書かれた当事者にとっては、こうした拡散を供手傍観 しているわけに

もいかないであろうが、その拡散を防止するためにハイパーリンクを削除する

方策には賛同することができない。

名誉殿損的な表現を書かれた と主張する当事者 は、その表現を含むリンク先

のウェブページを問題にすべきであ り、裁判に至 った場合、裁判所の適切な判

断によって個別具体的なケースの特殊性 に応 じて事案の解決 ・調整が図られる

べきである。 もし、その結果、問題のページが差止などで削除された場合、 リ

ンクをクリックしてもリンク先が表示されることはない。 こうした方策 は、名

誉殿損的な表現 を書かれた と訴える当事者に一一定の負担をさせ ることになるが、

この個人の 「名誉権の保護」 と、ハイパーリンクが果たす 「表現の自由の保障」

とのバ ランスを図るためにやむをえない負担 と考 える。

日本では、名誉殿損に関する従来の判例法理がインターネッ トにも適用され

ることを最高裁は明 らかにしているが、法理の適用のあり方については、イン

ターネットの特性 を踏まえ、サービスごとの具体的検討が必要であると主張さ

れている。現在、インターネッ トという 「場」を抜きに 「表現の自由」も 「名

誉の保護」も考えることはできず、 この2つ の調整 について、サービスや技術

等 の成 否(大 阪地 方裁 判所平 成25年6月27日 判決)」http://www.foresight-law.gr.jp/

column/backnumber/130901.htmlも 同 旨。

なお 、 ここで 示 され て い る大 阪地 判 平成25年6月27日 は、 事案 が 異 な るた め、本 稿

で は触 れ な い。 また、 同様 の理 由で 、 わ いせ っ 画 像 や著 作 権 が 問題 とな っ た事 件 の 判決

につ い て も触 れ な い こ と とす る。
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の変化なども視野に入れながら不断の検討を加えることが必要であるのは明ら
　

かで あろ う。

五、結 論

21世 紀に入 り、インターネッ トの発展が目覚ましく進んでいる。 これに対 し

て、人々のコミュニケーションの問題を扱う名誉殿損法も対応する必要がある

が、 日本における判例 ・学説の対応は十分であるとは言い難い。 ところが、カ

ナダでは、このインターネットの進展に合わせ、名誉殿損をめ ぐる判例法理が

大きな変化 を見せている。インターネットの世界においては、どのように情報

が創出され共有されるか という技術的な変化が大変動をもたらすか ら、名誉殿

損法がインターネットのように変化 していかなければならない と考えられてい
　　　

るので ある。本件Crookesv.Newtonに お けるカ ナダ最高裁判所 の判 断 は、 カ
　　

ナダの学説から、裁判所が時代に遅れないように努める 「希望に満ちたサイン」、

あるいは、インターネッ トおよび個人の利益の双方をサポー トするために裁判
　　　

官が直面 している 「現代の挑戦の優れた実例」 と表現されるなど肯定的に受け

止められている。 この司法判断か ら学ぶべきものは何か。

インターネ ットにおいて他のサイ トの表現内容を 「転載」する行為は引用で

あり、その転載 した内容に責任 を持たなければならない。 これは、従来型の名

誉殿損法の主な対象であった紙媒体においても同様である。 しか しながら、イ

ンターネットにおいて他のサイ トを 「参照」する行為は、他のサイ トの表現内

容を取 り込む 「転載」 とは明らかに異なる。ハイパー リンクを貼る行為は、あ

くまで参照先を示 し、「参照」を促すものであり、そのリンク先の表現内容に責

任を持たない。なぜなら、 リンクを貼る者は、 リンク先の表現内容をコン トロー

ルすることがで きないか らである。

91)宍 戸 ・前 掲 注2)88頁 。

92)Fischer&Lazier,szapranote38at217.

93)Ibid.

94)Bowal&Horvat,szapranote5at47.
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「参照」する行為を制限してはならない。多様な情報の流通を図ることこそが

「表現の自由」のフィール ドを肥沃 にする。「参照」する行為 はこれに大 きく貢

献す る。ハイパー リンクを貼 る行為が法的責任を問われ るのでは、 自由な表現

が萎縮 しかねない。こうした責任追及が広 く認められるようになれば、インター

ネ ットを舞台にした公共的な議論が制約 され、ひいては国民の知る権利が制限

され る可能性がある。

(本学法学部准教授)


